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基本設計等業務 特記仕様書 

 

※ 本仕様書は、技術提案書提出依頼時における仕様書であり、今後、追加又は変更の可

能性があります。 

 

Ⅰ 業務概要 

１ 業務名称  旧門脇小学校震災遺構調査・基本設計等業務 

２ 計画施設の概要 

本業務の対象となる施設の概要は次のとおりとする。 

  (1) 施設名称  ： 旧門脇小学校 

  (2) 敷地の場所 ： 石巻市門脇町四丁目２番１１号ほか（旧門脇小学校敷地内） 

  (3) 施設用途  ： 基本設計業務にて決定 

【本校舎（既存）】   震災遺構 

【特別教室（既存）】  展示施設、研究施設 

【屋内運動場（既存）】 地域交流施設 

【校庭（既存）】    植栽、駐車場ほか 

(4) 配布資料  ： 別添１ 石巻市震災伝承計画 

          別添２ 石巻市震災遺構整備方針（旧門脇小学校校舎） 

          別添３ 旧門脇小学校及び旧大川小学校の環境調査業務報告書 

          別添４ 旧門脇小学校本校舎平面図 

          別添５ 旧門脇小学校本校舎立面図・断面図 

          別添６ 旧門脇小学校配置図 

          別添７ 旧門脇小学校保管物品等一覧 

          別添８ 旧門脇小学校測量範囲 

 

３ 設計与条件 

 (1) 敷地の条件 

ア 敷地面積  ： １３，３５３㎡ 

イ 用途地域及び地区の指定 ：第一種住居地域 

ウ 容積率   ： ２００％ 

エ 建蔽率   ： ６０％ 

オ 防火地域  ： 特になし 

カ その他の地域地区 ： 特になし 

  (2) 施設の条件 

ア 延べ面積   :  表の通り 

イ 構  造   ： 表の通り 

建築種別 
新築 

既存 
延べ面積 構造 

本校舎 既存 約３，６８９㎡ ＲＣ造 
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特別教室 既存 １，３０８㎡ ＲＣ造 

屋内運動場 既存 １，２０４㎡ Ｓ造 

   

(3) 建設等の条件 

ａ 予定工事費 ：  ８５０，０００，０００円程度 

ｂ 予定工期  ：  表の通り 

建築種別 予定工期 

本校舎 平成３１年４月～平成３２年３月 

特別教室 平成３１年４月～平成３２年３月 

屋内運動場 平成３１年４月～平成３２年３月 

外構 平成３１年４月～平成３２年３月 

校庭 平成３１年４月～平成３２年３月 

  

 (4) 設計与条件については、次による。 

建築種別 工事種別 所要室構成概要 規模等 

本校舎 改修工事 震災遺構 １，９９８㎡ 

特別教室 改修工事 震災・防災学習・研究、防災訓練

体験学習、資料公開、資料保管の

ための施設 

１，３０８㎡ 

屋内運動場 改修工事 

耐震工事 

地域活動、地域住民と見学者の交

流、子供の集まる場 

１，２０４㎡ 

外構 造成工事 施設周辺として整備する敷地 ４，６１３㎡ 

校庭 造成工事 花畑及び駐車場等として整備する

敷地 

６，４４５㎡ 

※ 施設全体及び各諸室等の詳細条件は、別添２「石巻市震災遺構整備方針（旧

門脇小学校校舎）」等による。 

 

Ⅱ 業務仕様 

Ⅱ－１ 建築設計に関する業務仕様 

本特記仕様書に記載されていない事項は、「公共建築設計業務委託共通仕様書」（平

成２０年３月３１日国営整第１７６号）による。 

 

１ 適用 

本特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に記載された事項については「○・」

印が付いたものを適用する。「○・」印の付かない場合は、「※」印を適用する。 

「○・」と「○※」が付いた場合には共に適用する。 

  

２ 設計業務の内容及び範囲 

設計業務は、一般業務及び追加業務とし、一般業務の内容は、平成２１年国土交通
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省告示第１５号、別添１第１項に掲げるものとし、範囲は次の第１号から第３号まで

による。また、追加業務の内容及び範囲は第４号による。 

なお、一般業務における委託業務の内容及び範囲は、各(a)表の業務内容について、

「委託項目」の欄に「◎」印又は「○」印が付いたものを適用する（「○」印の項目は、

業務に関する条件提示、資料提供等があるため、業務委託内容に含まない業務がある

ものとする）。 

  (1) 基本設計 

○・ 建築（総合）基本設計に関する標準業務 

○・ 建築（構造）基本設計に関する標準業務 

○・ 電気設備基本設計に関する標準業務 

○・ 機械設備基本設計に関する標準業務 

○・ 外構基本設計に関する標準業務 

○・ 解体工事基本設計（残存施設の建築・電気・機械）に関する標準業務 

○・ 概算工事費算出 

○・ 意見交換会等実施支援業務（３回程度） 

○・ 施工・維持管理方針検討業務 

○・ 国庫補助申請等支援業務 

○・ 関係法令に基づく申請等の手続きに関する業務 

(a)業務内容 

項    目 委託項目 備  考 

設計条件等の整理 

条件整理 ◎  

設計条件の変更等の場合

の協議 
◎  

法令上の諸条件の調査

及び関係機関との打合

せ 

法令上の諸条件の調査 ◎  

建築確認申請に係る関係

機関との打合せ 
◎  

上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調査及

び関係機関との打合せ 
◎  

基本設計方針の策定 

総合検討 ◎  

基本設計方針の策定及び

発注者等への説明 
◎  

基本設計図書の作成 ◎  

概算工事費の検討 ◎  

基本設計内容の発注者等への説明等 ◎  

 

  (2) 実施設計 

・  建築（総合）実施設計に関する標準業務 

・ 建築（構造）実施設計に関する標準業務 

・ 電気設備実施設計に関する標準業務 
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・ 機械設備（昇降機含む）実施設計に関する標準業務 

・ 外構実施設計に関する標準業務 

・ 解体工事実施設計（建築・電気・機械） 

(a)業務内容 

項    目 委託項目 備  考 

要求等の確認 

建築主の要求等の確認   

設計条件の変更等の場合

の協議 
  

法令上の諸条件の調査

及び関係機関との打合

せ 

法令上の諸条件の調査   

建築確認申請に係る関係

機関との打合せ 
  

実施設計方針の策定 

総合検討   

実施設計のための基本事

項の確定 
  

実施設計方針の策定及び

建築主への説明 
  

実施設計図書の作成 
実施設計図書の作成   

建築確認申請書の作成   

概算工事費の検討   

実施設計内容の発注者等への説明等   

 

(3) 設計意図の伝達 

 ・ 工事施工段階で設計者が行うことに合理性がある建築（総合）実施設計に関する

標準業務 

 ・ 工事施工段階で設計者が行うことに合理性がある建築（構造）実施設計に関する

標準業務 

 ・ 工事施工段階で設計者が行うことに合理性がある設備実施設計に関する標準業務 

(a)業務内容 

項    目 委託項目 備  考 

設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等   

工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観

点からの検討、助言等 

 
 

 

  (4) 追加業務 

業務内容 業務範囲 

成果図書に基づく積算業務 ○・ 工事費概算書の作成 

・工事費内訳書の作成 

・積算数量算出書の作成 

・単価作成資料の作成 
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・見積書の徴収 

・見積検討資料の作成 

計画通知又は建築確認申請関係

の手続業務（手数料の納付は含ま

ない） 

・ 計画通知書の作成手続き 

（確認済み証の受理まで含む） 

その他 ○・ 透視図の作成 

○・ 透視図の写真撮影 

○・ 模型製作 

○・ 模型の写真撮影 

・ 関係法令等に基づく各種申請手続き業務

（標識看板の作成、設置報告書等の届出） 

・ 防災計画評定又は防災性能評定に関する申

請手続き業務 

・ 省エネルギー関係計算書の作成及び申請手

続き業務 

○・ リサイクル計画書の作成 

○・ 概略工事工程表の作成 

・ 営繕事業広報ポスターの作成 

・ 建築物の利用に関する説明書の作成 

○・ 住民説明等に必要な資料の作成（法令等に

基づくものを除く。） 

・ 日影図の作成 

・ 日影規制に係る許可申請手続き業務 

・ 中高層建築物の届出書の作成 

○・ 総合的な環境保全性に関する検討・評価資

料の作成 

○・ 各種技術資料（経済比較や工法検討資料

等）の作成 

 

(5) 数量公開 

本設計による工事発注については、数量公開の対象予定とする。 

 

３ 業務の実施 

  (1) 一般事項 

ア 基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準に基づき行う。 

イ 実施設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準に基づき行う。 

ウ 積算業務は、監督員の承諾を受けた実施設計図書及び適用基準に基づき行う。 

エ 監督員の指示により、「設計説明書」に必要事項を記入のうえ、関連する資料

とともに監督員に提出する。 

  (2) 適用基準等 
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本業務に国土交通省が制定する以下に揚げる技術基準を適用する。受注者は業務

の対象である施設の設計内容及び業務の実施内容が技術基準等に適合するよう業

務を実施しなければならない。 

ア 共通 

官庁施設の基本的性能の基準 

官庁施設の企画書及び設計説明書作成要領 

官庁施設の総合耐震計画基準 

官庁施設の総合耐震診断・改修基準 

官庁施設の環境保全性に関する基準 

官庁施設の環境保全性に関する診断・改修計画基準 

官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 

省エネルギー建築設計指針 

建築ＣＡＤ図面作成要領（案） 

公共建築工事積算基準 

公共建築工事共通費積算基準 

公共建築工事標準単価積算基準 

建築物解体工事共通仕様書 

建築工事における建設副産物管理マニュアル 

イ 建築 

建築工事設計図書作成基準 

敷地調査共通仕様書 

公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） 

木造建築工事標準仕様書 

建築設計基準 

建築構造設計基準 

建築工事標準詳細図 

擁壁設計標準図 

構内舗装・排水設計基準 

表示・標識標準 

ウ 建築積算 

公共建築数量積算基準 

公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） 

公共建築工事見積標準書式（建築工事編） 

エ 設備 

建築設備計画基準 

建築設備設計基準 

建築設備工事設計図書作成基準 

公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 
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公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） 

公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） 

排水再利用・雨水利用システム計画基準 

建築設備耐震設計・施工指針 

建築設備設計計算書作成の手引 

食品ごみ処理設備設計計画指針 

オ 設備積算 

公共建築設備数量積算基準 

公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） 

公共建築工事見積標準書式（設備工事編） 

  (3) 提出書類 

ア 業務実績情報の登録の要否 

・要 

受注者は、公共建築設計者情報システム（PUBDIS）に「業務カルテ」を登録

する。なお、登録に先立ち、登録内容について、監督員の承諾を受ける。また、

業務完了検査時には、登録されることを証明する資料として、「業務カルテ仮

登録（監督員の押印済み）」を検査職員に提出し確認を受け、業務完了後に速

やかに登録を行う。 

○・不要 

イ 業務計画書 

  (4) 管理技術者等の資格要件 

    プロポーザル実施要領による。 

  (5) 貸与資料等 

貸与資料 適用 

  

貸与場所（         ）  貸与時期（契約日翌日から履行期間内） 

返却場所（         ）  返却時期（履行期間内の監督員指示日） 

  (6) 打合せ及び記録 

打合せは次の時期に行い、速やかに記録を作成し、監督員に提出する。 

ア 業務着手時 

イ 監督員又は管理技術者が必要と認めた時 

ウ その他（      ） 

  (7) その他、業務の履行に係る条件等 

ア 指定部分 

ａ 指定部分の範囲（  ） 

ｂ 指定部分の履行期限（  ） 

イ 成果物の提出場所（ 石巻市復興政策部震災伝承推進室 ） 

ウ 成果物の取り扱いについて 
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提出されたＣＡＤデータについては、当該施設に係る工事の請負業者に貸与し、    

当該工事における施工図の作成、当該施設の完成図の作成及び完成後の維持管理    

に使用することがある。 

エ 写真の著作権の権利等について 

受注者は写真の撮影を再委託する場合は、次の事項を条件とすること。 

ａ 写真は、市が行う事務及び市が認めた公的機関の広報に無償で使用すること

ができる。この場合において、著作者名を表示しないことができる。 

ｂ 次に揚げる行為をしてはならない。ただし、あらかじめ発注者の承諾を受け

た場合は、この限りではない。 

ａ) 写真を公表すること。 

ｂ) 写真を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。 

 

 ４ 成果物、提出部数等 

  (1) 基本設計 

成果物 原図 陽画焼 製本形態 適用 

(A3版以外は

特記) 

ａ 建築（総合） 

  建築（総合）基本設計図書 

   計画説明書 

   仕様概要書 

   仕上概要表 

   面積表及び求積図 

   敷地案内図 

   配置図 

   平面図 

   断面図 

   立面図（各面） 

   矩計図 

   鳥瞰図 

  工事費概算書 

  仮設計画概要書 

 

 

・原版 

各１部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１部 

１部 

 

原版Ｚ折り 

ファイル綴じ 

６部 

クリップ止め 

２部 

 

 

原版Ｚ折り 

各６部 

ＣＤ－Ｒ（電

算機で作成

したものに

限る） 

 

・印は、箱入

りとする。 

ｂ 建築（構造） 

  建築（構造）基本設計図書 

   構造計画説明書 

   構造設計概要書 

 

 

各１部 

 

 

 

 

 

 

ＣＤ－Ｒ（電

算機で作成

したものに

限る） 
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ｃ 電気設備 

  電気設備基本設計図書 

   電気設備計画説明書 

   電気設備設計概要書 

配置図 

平面図 

各設備系統図 

仕様概要書 

 

昇降設備計画概要書 

  工事費概算書 

 

 

・原版 

各１部 

 

 

 

 

 

 

１部 

１部 

 

原版Ｚ折り 

ファイル綴じ 

６部 

クリップ止め 

２部 

 

 

原版Ｚ折り 

各６部 

ＣＤ－Ｒ（電

算機で作成

したものに

限る） 

 

・印は、箱入

りとする。 

ｄ 給排水衛生設備 

  給排水衛生設備基本設計図書 

   給排水衛生設備計画説明書 

 

 

   給排水衛生設備設計概要書 

配置図 

平面図 

各設備系統図 

仕様概要書 

   

工事費概算書 

 

 

・原版 

各１部 

 

 

 

 

 

 

 

 

１部 

 

原版Ｚ折り 

ファイル綴じ 

６部 

クリップ止め 

２部 

 

 

 

原版Ｚ折り 

各６部 

 

 

 

 

 

ＣＤ－Ｒ（電

算機で作成

したものに

限る） 

 

・印は、箱入

りとする。 

 

 

 

 

 

 

ｅ 空気調和設備 

空気調和設備基本設計図書 

空気調和設備計画説明書 

空気調和設備設計概要書 

配置図 

平面図 

各設備系統図 

仕様概要書 

   

工事費概算書 

 

 

・原版 

各１部 

 

 

 

 

 

 

１部 

 

原版Ｚ折り 

ファイル綴じ 

６部 

クリップ止め 

２部 

 

 

 

原版Ｚ折り 

各６部 

ＣＤ－Ｒ（電

算機で作成

したものに

限る） 

 

・印は、箱入

りとする。 

 

 

 

ｆ その他 

   透視図 

   模型 

   リサイクル計画書 

   設計説明書 

概略工事工程表の作成 

 

各１部 

 

  ＣＤ－Ｒ（電

算機で作成

したものに

限る） 
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ｇ 資料 

  概算工事費計算書 

負荷計算書 

コスト縮減検討書 

環境対策検討書 

ユニバーサルデザイン検討書 

ランニングコスト計算書 

各種技術資料 

  各記録書 

その他工事に必要な書類 

基本設計概要版パンフレット 

  建築物総合環境性能評価シス 

  テム（CASBEE）目標値報告書 

 

各１部   ＣＤ－Ｒ（電

算機で作成

したものに

限る） 

 

（注）：図面をファイルに入れて提出する際は、工事名称等を背表紙に記入すること。 

：建築（構造）の成果物は、建築（総合）基本設計の成果物の中に含めることがで

きる。 

：工事費概算書、概算工事費計算書等はＡ４版左綴じとし、各１部提出する。 

：工事費概算は、監督員の承諾を得た基本設計図をもっておこなうこととする。 

：成果物は、監督員の指示により、製本とする。 

：成果物は、監督員との協議により、適宜変更することができる。 

：設計図書には、特定の製品名又は製造所名を記載してはならない。ただし、これ

により難い場合はあらかじめ監督員の承諾を受けるものとする。 

   (2) 実施設計 

成果物等 原図 陽画焼 製本形態 適用 

(Ａ１版以外

は特記) 

ａ 建築（総合） 

  建築（総合）設計図 

   建築物概要書 

   仕様書 

   仕上表 

   面積図及び求積図 

   敷地案内図 

   配置図 

   平面図 

   断面図 

   立面図 

   矩計図 

   展開図 

   天井伏図 

   平面詳細図 
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   部分詳細図（断面含む） 

   建具表 

   外構図 

   総合仮設計画図 

  計画通知図書 

  中高層建築物の届出書 

  建築許可申請書 

 

ｂ 建築（構造） 

  建築（構造）設計図 

   仕様書 

   構造基準図 

   伏図（各階） 

   軸組図 

   部材断面表 

   各部断面図 

   標準詳細図 

   各部詳細図 

  構造計算書 

  計画通知図書 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 電気設備 

  電気設備設計図 

   仕様書 

   敷地案内図 

   配置図 

   電灯設備図 

   動力設備図 

   電熱設備図 

   雷保護設備図 

   受変電設備図 

   静止形電源設備図 

   発電設備図 

   構内情報通信網設備図 

   構内交換設備図 

   情報表示設備図 

   映像・音響設備図 

   拡声設備図 

   誘導支援設備図 

   テレビ共同受信設備図 
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   テレビ電波障害防除設備図 

   監視カメラ設備図 

   駐車場管制設備図 

   防犯・入退室管理設備図 

   火災報知設備図 

   中央監視制御設備図 

   構内配電線路図 

   構内通信線路図 

  電気設備設計計算書 

  計画通知図書 

  中高層建築物の届出書 

  消防設備設置計画書 

 

ｄ 機械設備 

  空気調和設備設計図 

   仕様書 

   敷地案内図 

   配置図 

   機器表 

   空気調和設備図 

   換気設備図 

   排煙設備図 

   自動制御設備図 

   屋外設備図 

  給排水衛生設備設計図 

   仕様書 

   敷地案内図 

   配置図 

   機器表 

   衛生器具設備図 

   給水設備図 

   給水貯水槽設備図 

   排水設備図 

   シャワー設備図 

   ろ過・浄水装置設備図 

   薬注器設備図 

   し尿浄化槽設備図 

   ごみ処理設備図 

   さく井設備図 

   屋外設備図 
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  昇降機設備設計図 

   昇降機設備図 

   搬送機設備図 

  空気調和設備設計計算書 

  給排水衛生設備設計計算書 

  昇降機設備設計計算書 

  計画通知図書 

  中高層建築物の届出書 

  

ｅ 建築積算 

  建築工事費概算書 

  建築工事費内訳書 

  建築工事積算数量算出書 

  建築工事積算数量調書 

  見積書等関係資料 

  

    

 

ｆ 電気設備積算 

  電気設備工事費概算書 

  電気設備工事費内訳書 

  電気設備工事積算数量算出書 

  電気設備工事積算数量調書 

  見積書等関係資料 

  

    

 

 

 

ｇ 機械設備積算 

  機械設備工事費概算書 

  機械設備工事費内訳書 

  機械設備工事積算数量算出書 

  機械設備工事積算数量調書 

  見積書等関係資料 

 

    

ｈ その他 

  透視図 

  透視図の写真 

  模型 

  模型の写真 

  防災計画書 

  省エネルギー関係計算書 

  リサイクル計画書 

  設計説明書 

  概略工事工程表 
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  営繕事業広報ポスター 

  施設使用条件書 

  建築物総合環境性能評価シス 

  テム（CASBEE） 

  グリーン庁舎評価システム 

  （GBES） 

  グリーン診断・改修計画シス 

  テム（GBES-Re） 

 

ｉ 資料 

  各種技術資料 

  各記録書 

  

    

（注）：建築（構造）の成果物は、建築（総合）実施設計の成果物の中に含めることがで

きる。 

：積算数量算出書の作成は、営繕積算システムRIBIC2（（財）建築コスト管理シス

テム研究所）による。 

：成果物は、監督員の指示により、製本とする。 

：成果物は、監督員との協議により、適宜変更することができる。 

 

Ⅱ－２ 建築設計以外の業務仕様 

「Ⅱ－１ 建築設計の業務仕様」に記載された業務以外の業務の仕様は、以下の通り

である。 

１ 調査業務 

 (1) 測量調査 

  ア 目的 

    旧門脇小学校校舎を震災遺構として整備するための用地測量を行う。 

  イ 調査内容 

a 現地調査 

b 資料調査 

c 境界確認 

d 境界測量 

e 境界点間測量 

f 空中写真撮影 

g 用地平面図作成（縮尺1/500を標準とする。） 

h 確定図作成 

i 面積計算 

j その他、本業務を実施するために必要となる業務 

   ウ 調査期間 

平成３０年２月から３月まで 
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エ 成果品 

a 調査報告書    ３部 

b 測量成果簿    ３部 

c 資料       ３部 

d 電子データ一式  ２部 

e その他監督員が必要と認めた資料 

オ 留意事項 

a 周辺区画整理事業の状況を勘案しつつ、業務を行うこと。 

b 敷地境界については、区画整理事業関係機関との調整を行いながら業務を行う

こと。 

 

２ 校庭再整備基本設計業務 

 (1) 計画施設の概要 

  ア 施設名称    旧門脇小学校 

  イ 敷地の面積   １３，３５３㎡ 

 (2) 整備等の条件 

  ア 用途      植栽・駐車場等整備（基本設計で決定） 

  イ 予定工期    平成３１年４月から平成３２年３月まで 

(3) 業務仕様 

 ア 目的 

校庭の再整備・利活用にむけた検討及び基本設計を行う。 

   イ 業務内容 

ａ 計画準備 

ｂ 資料収集整理 

ｃ 現地調査 

ｄ 与条件の整理 

ｅ 動線計画 

ｆ 施設配置検討支援 

ｇ 造成計画 

ｈ 園路整備計画 

ｉ 設備計画 

ｊ 植栽計画 

ｋ 建築基本設計支援 

ｌ 展示（サイン等）計画支援 

ｍ 基本設計図の作成 

ｎ イメージパース作成 

ｏ 概算工事費の算出 

ｐ 事業計画の検討 

ｑ 管理運営方針の検討支援 

ｒ 意見聴取や各種住民会議の運営・資料作成 
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ｓ 報告書作成 

ウ 成果品 

ａ 基本設計図書   ３部 

ｂ 基本設計説明書  ３部 

ｃ 資料       ３部 

ｄ 電子データ一式  ２部 

 

３ 展示工事基本設計業務 

 (1) 計画施設の概要 

  ア 施設名称    旧門脇小学校 

イ 展示面積    基本設計で決定 

  (2) 整備等の条件 

   ア 内容      基本設計で決定 

イ 予定工期    平成３１年４月から平成３２年３月まで 

  (3) 業務仕様 

   ア 目的 

各種施設・校庭における展示手法を検討し、展示基本設計を行う。 

イ 業務内容 

 ａ 公開活用計画 

・ 公開活用事業の基本的な考え方（意義・理念） 

    ｂ 地域歴史の調査 

・ 過去の文献等から地域の歴史的変遷、特性を調査する。 

ｃ 展示計画 

・ 展示の基本的な考え方の検討 

・ 展示構成（ゾーニング、動線）の検討 

・ 展示手法の検討、展示資料の保存に関する検討 

・ 展示基本設計図の作成 

ｄ 運営計画 

・ 運営計画の基本方針の検証 

・ 運営手法、運営体制：直営・指定管理者制度／組織体制など 

・ 開館形態：休館日、開館時間、入館料 

ｅ その他 

・ 展示工事費、維持管理費 

・ 工程表 

ウ 伝えるテーマ 

ａ 東日本大震災の概要と被害状況 

     ・ 石巻市の震災の被害状況と復興の過程 

     ・ 震災の悲惨さ 

・ 津波の恐ろしさ 

    ｂ 震災遺構としての旧門脇小学校の位置づけ 
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     ・ 津波による校舎内外の被害状況（津波被害と津波火災による複合被害） 

     ・ 震災当日の児童達の避難行動 

・ 校舎に避難した住民達の避難行動（校舎２階から裏山への避難等） 

    ｃ 門脇地区の歴史 

     ・ 門脇地区の歴史や震災前の暮らしなど 

・ 震災前後の門脇地区 

・ 門脇地区のまちづくりの歩み 

    ｄ 小学校の思い出 

     ・ 旧門脇小学校の歴史の紹介 

     ・ 震災前の児童達の笑顔があふれる学校生活や学校行事などの紹介 

   エ 成果品 

    ａ 基本設計図書   ３部 

    ｂ 基本設計説明書  ３部 

    ｃ 資料       ３部 

    ｄ 電子データ一式  ２部 

   オ 留意事項 

    ａ 展示に使用する画像や写真、図版などの整理の考え方及び手法を検討し、設

計を行うこと。 

    ｂ 展示設計するにあたり、海外からの来訪者に対応するため、多言語による説

明文も併記すること。 

    ｃ 展示設計するにあたり、映像や展示物等に関して、児童等に配慮した設計を

行うこと。 

    ｄ 業務の実施にあたっては、石巻市や関係者から必要に応じて意見を聴取し、

展示に反映させること。 

    ｅ 映像情報コンテンツは、容易に入替え可能なシステム構成とすること。展示

に使用する機器は、メンテナンスに優れ、維持管理コストの負担の少ないもの

とすること。 

 

４ 校舎内部の観察手法の検討及び設計 

 (1) 計画施設の概要 

  ア 施設名称    旧門脇小学校 

  イ 敷地の面積   １３，３５３㎡ 

 (2) 検討及び整備等の条件 

  ア 用途      観察施設等（基本設計で決定） 

  イ 予定工期    平成３１年４月から平成３２年３月まで 

  ウ 整備場所    旧門脇小学校校舎敷地内 

 (3) 業務仕様 

  ア 目的 

    校舎切り口または校舎周辺からの校舎内部の観察手法の検討及び観察施設等の

基本設計を行う。 
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  イ 業務内容 

   ａ 計画準備 

   ｂ 資料収集整理 

   ｃ 現地調査 

ｄ 与条件の整理 

ｅ 施設配置検討支援 

ｆ 地質調査 

ｇ 設備計画 

ｈ 建築基本設計支援 

ｉ 基本設計図の作成 

ｊ イメージパース作成 

ｋ 概算工事費の算出 

ｌ 事業計画の検討 

ｍ 管理運営方針の検討支援 

ｎ 意見聴取や各種住民会議の運営・資料作成 

ｏ 報告書作成 

ウ 成果品 

ａ 基本設計図書   ３部 

ｂ 基本設計説明書  ３部 

ｃ 資料       ３部 

ｄ 電子データ一式  ２部 

 

５ その他 

(1) アスベスト（石綿）除去処理作業の検討及び施工計画の策定 

ア 計画施設の概要 

ａ 施設名称    旧門脇小学校 

ｂ 敷地の面積   １３，３５３㎡ 

イ 検討及び施工等の条件 

ａ 予定工期    平成３１年４月～平成３２年３月 

ｂ 施工箇所    別添３ 「旧門脇小学校及び旧大川小学校の環境調査業務

報告書」参照 

ウ 業務仕様 

 ａ 目的 

アスベスト（石綿）含有箇所の除去処理施工計画を策定する。 

ｂ 業務内容 

a) 計画準備 

b) 資料収集整理 

c) 現地調査 

d) 与条件の整理 

e) 概算工事費の算出 
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f) 施工計画作成 

g) 報告書作成 

エ 成果品 

ａ 施工計画図書   ３部 

ｂ 施工計画説明書  ３部 

ｃ 資料       ３部 

ｄ 電子データ一式  ２部 

  (2) 関係法令等に基づく申請等の手続き 

  (3) 復興交付金等の国庫補助申請時の資料作成 

 

Ⅲ 個人情報の保護について 

乙は、本業務を処理するため個人情報を取り扱う場合、個人情報保護のため、次の各

号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

１ 乙は、本業務で知り得た個人情報の内容をみだりに他に漏らしてはならない。この

契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

２ 乙は、本業務を処理するため個人情報を取り扱う場合、その取扱いにより個人の権

利利益を侵してはならない。 

３ 乙は、発注者が承諾した場合を除き、個人情報の処理は自ら行い、第三者にその処

理を委託してはならない。 

４ 乙は、本業務を処理するため甲から引き渡された情報を本契約の目的以外に使用し、

又は第三者に提供してはならない。 

５ 乙は、本業務を処理するため甲から引き渡された情報を発注者の承諾なくして複写

し、又は複製してはならない。 

６ 乙は、本業務を処理するため甲から引き渡された情報を漏えいし、き損し、及び滅

失することのないよう、当該個人情報の安全な管理のために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

７ 乙は、本業務を処理するため甲から引き渡された情報を委託業務完了後、速やかに

甲に返還しなければならない。 

８ 乙は、本業務を処理するため甲から引き渡された情報の内容を、漏えいし、き損し、

又は滅失した場合は、甲に速やかに報告し、その指示に従わなければならない。 

 

Ⅳ 暴力団等の排除について 

暴力団等の排除について、次のとおりとする。 

１ 乙が、この契約の履行期間中に石巻市入札契約に係る暴力団等排除要綱（平成２０

年石巻市告示第２６８号。以下「排除要綱」という。）別表措置要件に該当するときは、

契約を解除することができるものとする。 

２ 乙は、排除要綱の規定に基づく指名停止措置期間中の者並びに石巻警察署長又は河

北警察署長（以下「管轄警察署長」という。）から排除要綱別表措置要件に該当する旨

の通報を受けた者を石巻市が発注する建設工事等に係る下請負人（一次及び二次下請

以降すべての下請負人及び資材、原材料の購入契約その他契約の相手方を含む。以下
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同じ。）又は再受託者（再受託以降のすべての再受託者を含む。以下同じ。）としては

ならない。 

３ 乙は、指名停止措置期間中の者及び管轄警察署長から排除要綱別表措置要件に該当

する旨の通報を受けた者を下請負人及び再受託者（以下「下請負人等」という。）とし

ていた場合は、当該下請負人等との契約の解除を求めることがある。 

４ 乙は、この契約において、暴力団員及び暴力団関係業者（以下「暴力団員等」とい

う。）による不当要求又は妨害（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、断固と

してこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに管轄警察署長に通報

及び捜査上必要な協力（以下「警察への通報等」という。）を行うこと。 

５ 乙は、４により警察への通報等を行った場合には、速やかにその内容を記載した文

書（石巻市が発注する建設工事等における不当介入マニュアル第２第２号に定める別

紙様式（石巻市ホームページに掲載））により甲に報告すること。 

６ 乙は、下請負人等に対しても、４及び５と同様の措置を指導すること。 

７ 乙又は下請負人等が、暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程等に遅れ

が生じる等の被害が生じた場合は、甲と協議を行うこと。 

８ 市長は、乙が４及び５の内容について怠ったことが確認されたときは、指名停止措

置を行うものとする。 

 

Ⅴ 設計業務等の重要事項説明について 

落札が決定した者は、建築士法第２４条の７第１項の規定に基づき、契約締結前に重 

要事項説明書を提出の上、説明を行うこと。 

また、契約締結に際して同法第２２条の３の３第１項の規定に基づく書面を交付し、

契約締結後には同法第２４条の８第１項の規定に基づく書面を交付すること。 


